
インバウンドコンテンツ造成支援事業（コンテンツ造成型）募集要領【修正版】 

 

１ 背景・目的 

（１） 観光業界においては、新型コロナウイルス感染症の影響で低迷した観光需要につい

ては、回復傾向にあるものの、コロナ禍において借り入れた資金の返済をはじめ、人

手不足や物価高騰への対応など、事業者は依然として厳しい状況に置かれています。 

（２） また、グローバル化の進展とともに、感染症拡大を契機としてライフスタイルや価

値観が多様化し、団体旅行から個人旅行への転換が進むなど、旧来の観光地では、対

応しきれないニーズが生まれています。 

（３） このような中、観光業界が、持続的な発展をしていくためには、インバウンド需要

をしっかりと取り込むとともに、事業継続や生産性向上に向けた取り組みを講じてい

く必要があります。 

（４） そこで、茨城県では、アフターコロナにおける観光需要を効果的に観光地へ取り込

み、地域の「稼ぐ力」を向上させるため、インバウンド向けコンテンツの新たな造成

や国内向けコンテンツの転換・高付加価値化等を支援します。 

 

２ 事業概要 

（１）概要 

ア インバウンド誘客に向けて、観光協会、ＤＭＯ、商工会、民間事業者等の観光事業者

等が実施する、本県の観光のフラッグシップとなるような観光地の創出に資する事業を

「インバウンドコンテンツ造成支援事業（コンテンツ造成型）」として認定し、コンテ

ンツ造成に係る経費を支援します。 

 ※ ここでいうコンテンツとは、観光イベントや観光資源を活用した体験メニューなど

を想定しています。 

 （事業例） 

・ 地域における歴史・芸術文化、アウトドア、絶景、食、産業といった観光資源を

活用した観光イベントや体験メニュー 

・ 国内コンテンツのインバウンド向け転換・高付加価値化など 

イ 令和６年２月末日までに完了する事業を対象とします。 

ウ 申請に当たっては、事業の実施及び計画に関して、対象範囲となる全ての市町村の同

意書を添付してください。 

エ 事業の実施に当たっては、県観光物産課で委託する「コーディネート事務局（伴走支

援コーディネーター）」と連携のうえ、事業を磨き上げながら取り組んでいただきます。 

オ 事業で取り組むコンテンツのプロモーションについては、県国際観光課で委託するイ

ンバウンド向けインフルエンサー等によるプロモーション事業が活用できます。 



（２）補助要領 

 ア 対象事業 本県の観光のフラッグシップとなるようなコンテンツ造成 

イ 補助額等 コンテンツ造成に係る経費[限度額 20,000 千円／件]とし、選定件数や提

案内容に応じて金額を決定 

   ※ 限度額未満の提案も受け付けます。 

   ※ ヒアリング等により、事業費を調整いただく場合があります。 

※ 環境整備とコンテンツ造成に同時に取り組む場合は、インバウンドコンテンツ造

成支援事業（環境整備型）を併用して申請することも可能です。ただし、どちらか

一方のみに採択される場合もあります。 

ウ 応募方法 企画提案方式（県観光物産課で委託する「コーディネート事務局」が選任

する有識者等により、評価基準を整理・精査したうえで、

提出された書類の審査を行い選定します。） 

（３）スケジュール 

ア 事業認定後、別途定める補助金交付要綱に基づき、速やかに補助金の交付申請をして

いただきます。 

イ 事業実施期間は、補助金交付決定後から令和６年２月 29 日（木）までとします。 

時期 内容 

令和５年 ６月 26 日（月） 公募開始 

 ７月 10 日（月） 質問受付期限 

 ８月 10 日（木） 公募締切 ⇒ 補助対象事業の選定 

 ８月下旬 
事業認定 

補助金交付申請・交付決定 ⇒ 事業開始 

令和６年 ２月 29 日（木） 実績報告書提出期限 

    

３ 公募の要件 

（１）対象者 

観光協会やＤＭＯ、商工会、民間事業者など観光事業者等で本事業の主体となる団体 

※ 地域の関係者と連携し、事業に係る全ての市町村の同意を得ることを要件とします。 

※ 本事業は国の交付金（地方創生臨時交付金）を活用し、物価高騰の影響を受けにく

い事業構造への転換を図る観光事業者等に対する支援を実施する趣旨のため、上記の

対象者が主体となり提案してください。 

 

（２）取組内容の例 

ア アドベンチャーツーリズム 



イ マンガ・アニメ・映画等のメディア芸術、ロケツーリズム等のアート・文化芸術コン

テンツ 

ウ ガストロノミーツーリズム、酒蔵ツーリズム等地域の食材を活用したコンテンツ 

エ スポーツツーリズム、サイクルツーリズム 

オ 富裕層等高付加価値旅行者向けコンテンツ 等 

※ 上記に限るものではありません 

 

４ 補助対象経費 

（１）コンテンツ造成に係る経費 

体験コンテンツ・イベント等の造成費、企画開発費、備品・設備購入費、施設改修費、

物品購入・製作費、会場設営費、多言語対応整備費、広告宣伝費、販路整備費用 等 

（２）補助対象外となる経費 

 ア 本事業の直接関係のない経費 

イ 補助金交付決定前に生じた経費 

 ウ 補助金交付申請者の経常的な経費（人件費、光熱費、通信運搬費 など） 

エ イベント等のコンテンツ参加者が受益する、景品の購入や割引に係る経費 

（食事代、宿泊代、交通費、お土産代等を含む。） 

 オ 補助金交付申請者の会食費、弁当代等の飲食費 

 カ 本事業における資金調達に必要となった利子 

キ 国又は県から当該補助金以外の補助金等が充当されている経費もしくは充当される

予定の経費 等 

 

５ 事業完了の報告 

事業者は、補助事業が完了した日から起算して 30 日以内又は、令和６年２月 29 日のい

ずれか早い日までに、県観光物産課で委託する「コーディネート事務局」を通じて、実績

報告書のほか関係書類を添えて提出してください。 

 

６ 事業の選定 

（１）選定方法   

県観光物産課で委託する「コーディネート事務局」が選任する有識者等により、評価基

準を整理・精査したうえで、提出された書類の審査を行い選定します。 

（２）主な評価項目（暫定版） 

① 誘客効果（インバウンド需要、独自性、話題性） 

② 高付加価値化、地域への経済効果 

③ 実施体制 



④ 具体性、計画性 

⑤ 継続性、将来性 

 

７ 審査結果 

  審査結果は、応募者に対して通知します。 

 

８ 申請書等の提出 

（１）提出期間 

   令和５年８月４日（金）～８月１０日（木）１７時まで（時間厳守） 

（２）提出物（各１部） 

 ア 企画提案提出書（様式１） 

 イ 企画提案書（様式２） ※別紙記載要領を踏まえた内容としてください。 

 ウ 事業計画書（様式３） 

エ 事業体制図（様式４） 

オ 収支計画書（様式５） 

カ 実施スケジュール（様式６） 

 キ 市町村の同意書（様式７） 

（３）提出方法   

電子データ（E-mail） 

（４）提出先 

   「コーディネート事務局」E-mail : iba-con@oriconsul.com 

（県観光物産課ホームページにおいて、提出先の詳細を改めてお知らせします。） 

（５）問い合わせ先 

 茨城県営業戦略部観光物産課観光戦略担当 

〒310－8555 茨城県水戸市笠原町 978 番６ ［電話］029－301－3617 

（６）その他 

 ア 書類等の作成に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とします。 

イ 申請書類の作成及び提出に係る費用は、申請者の負担とし、提出された資料の返却は

しません。 

ウ 申請書類に虚偽の記載をした場合は、応募を無効とします。 

エ 申請書類について、「コーディネート事務局」から問合せをさせていただく場合があ

ります。 

オ 本事業は国の交付金（地方創生臨時交付金）を活用した事業であり、会計検査院の実

地検査等の対象となりますので、会計帳簿等は事業終了後５年間保管してください。 

以上  


